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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、2024年12月16日付で公表いたしました「2025年４月期半期報告書の提出期限延長に関する承認申請書提出

のお知らせ」で公表いたしましたとおり、2024年11月、仕入先から多額の支払を求める連絡を受けたことを端緒に当

該仕入にかかる流通経路、取引実態等について社内調査を実施したところ、当社元業務委託社員が実体の伴わない循

環取引を行い、当社において架空の売上高および売上原価が計上されている疑いがあることが判明したため、直ちに

外部の弁護士および公認会計士による特別調査委員会を設置して調査を行ってまいりました。

当社は、2025年２月14日に特別調査委員会の調査報告書を受領した結果、元業務委託社員が、特定の仕入先から正

規の仕入に偽装して個人的にPC等を仕入れ、これを転売することで不正に代金を得る領得行為、またその領得行為の

隠蔽を目的として、８社に及ぶ事業者を巻込んだ複雑な商流による循環取引を行っていた事実が判明いたしました。

当該循環取引は、直送取引につき帳票のみで取引が完了し、モノの移動が捕捉しにくい取引であること、エンドユー

ザーが不明確であること、営業担当者が受注だけでなく、発注業務にも関与していることなど、循環取引を示唆する

状況や兆候が見受けられるものでしたが、証憑の偽造や在庫等の保有資産の偽装を伴っており、取引が存在するかの

ように仮装されたため、発見が困難なものとなっておりました。さらに、領得行為または循環取引で発生した実体の

ない架空の発注を実体のある案件に紛れこませる付替行為が行われていた事実(これら判明事実を総称して、以下「本

件事案」といいます)も判明いたしました。

これを受けて当社は、本件事案により発生した架空の売上高、売上原価および棚卸資産を過年度に遡り取消すこと

が必要と判断し、過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表および財務諸表ならびに四半期

連結財務諸表等で対象となる部分について訂正することといたしました。なお、過年度において重要性の観点から訂

正を行っていなかった事項の訂正も併せて行っております。

これらの決算訂正により、2024年３月14日に提出いたしました第74期第３四半期(自 2023年11月１日 至 2024年

１月31日)四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の

規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、

その四半期レビュー報告書を添付しております。

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 2022年５月１日
至 2023年１月31日

自 2023年５月１日
至 2024年１月31日

自 2022年５月１日
至 2023年４月30日

売上高 (千円) 26,199,860 23,313,716 36,162,793

経常利益 (千円) 1,494,941 512,032 2,036,342

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 876,218 301,322 1,314,575

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,297,764 820,637 1,808,026

純資産額 (千円) 18,305,160 18,648,966 18,812,369

総資産額 (千円) 30,435,075 29,660,464 29,907,214

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 94.06 33.09 141.08

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 59.71 62.41 62.47

回次
第73期

第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年11月１日
至 2023年１月31日

自 2023年11月１日
至 2024年１月31日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 27.23 △1.19

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

(日本)

第１四半期連結会計期間において、株式会社NDYエンジニアリングを新たに設立し連結子会社といたしました。同社

は、FAシステム事業などに関する製造・販売を行っております。

また、2023年４月１日に、連結子会社であるイシコテック株式会社は、同じく連結子会社である株式会社タマリ工

業を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

この結果、2024年１月31日現在の当社グループは、当社、子会社15社および関連会社３社から構成されておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識

している主要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変

更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社)が判

断したものであります。

(1) 経営成績

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが５類感

染症に移行され、個人消費や設備投資などの社会経済活動の持直しの動きが継続しておりますが、エネルギー価格

の高騰、急激な円安の進行など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。世界経済につきま

しても、新型コロナウイルス感染症の影響が緩和される中で、先進国を中心に持直しの動きが継続しておりますが、

長期化する米中貿易摩擦、ウクライナ情勢や中東地域などの地政学的リスク、金融資本市場の変動など、国内と同

様に景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの主要得意先である自動車関連企業につきましては、半導体不足の緩和による自動車の生産台数の

回復を背景に好調に推移いたしました。

このような経済環境のもとで当社グループは、2024年４月期を最終年度として策定いたしました新たな中期経営

計画に基づき、創業以来培ってきた「接合」技術をコアコンピタンスとして、FAシステム・生産設備などのメーカ

ー機能とグローバルネットワークを有する商社機能に、さらにシステムインテグレーター機能を掛け合わせること

により、スピード化・多様化する顧客ニーズの変化に柔軟に対応できる取組みを進めております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は233億１千３百万円と前年同四半期に

比べ28億８千６百万円(△11.0％)の減収となり、営業利益は３億８百万円と前年同四半期に比べ10億７千９百万円

(△77.8％)、経常利益は５億１千２百万円と前年同四半期に比べ９億８千２百万円(△65.7％)、親会社株主に帰属

する四半期純利益は３億１百万円と前年同四半期に比べ５億７千４百万円(△65.6％)のそれぞれ減益となりまし

た。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

(日本)

日本につきましては、自動車関連企業向け生産設備の売上が増加したものの、電気機器関連企業向け生産設備の

売上が減少したこと、また前年同四半期には円安効果があったことなどにより、売上高は188億８千９百万円と前年

同四半期に比べ19億３千万円(△9.2％)の減収となり、営業利益は１億２千８百万円と前年同四半期に比べ６億７千

７百万円(△84.0％)の減益となりました。

(北米)

北米につきましては、全米自動車労働組合のストライキの影響により、自動車関連企業向け自社製品の売上が減

少したことなどにより、売上高は27億２千８百万円と前年同四半期に比べ５億２千８百万円(△16.2％)の減収とな

り、営業利益は２億１千６百万円と前年同四半期に比べ２億２千８百万円(△51.3％)の減益となりました。

(中国)

中国につきましては、自動車関連企業向け生産設備および工作機械関連企業向け制御部品の売上が減少したこと

などにより、売上高は13億３千５百万円と前年同四半期に比べ７億７百万円(△34.6％)の減収となり、営業損失は

４千７百万円(前年同四半期は５千３百万円の営業利益)となりました。

(東南アジア)

東南アジアにつきましては、自動車関連企業向け生産設備および自社製品の売上が減少したことなどにより、売

上高は９億５千万円と前年同四半期に比べ１億９千５百万円(△17.0％)の減収となり、営業利益は３千２百万円と

前年同四半期に比べ４千７百万円(△59.5％)の減益となりました。
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(2) 財政状態

(総資産)

当第３四半期連結会計期間末における総資産は296億６千万円と前連結会計年度末に比べ２億４千６百万円減少い

たしました。その主な要因は、流動資産の商品及び製品の増加13億３千万円、仕掛品の増加２億８千万円、原材料

の増加２億５千８百万円、その他の増加４億７千７百万円、固定資産の有形固定資産の増加２億４千６百万円およ

び投資その他の資産の増加３億１千３百万円などがあったものの、流動資産の現金及び預金の減少８億３千３百万

円、受取手形、売掛金及び契約資産の減少10億２千９百万円、電子記録債権の減少11億２千６百万円および無形固

定資産ののれんの減少９千３百万円などがあったためであります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における負債は110億１千１百万円と前連結会計年度末に比べ８千３百万円減少いた

しました。その主な要因は、流動負債の短期借入金の増加９億４千７百万円および賞与引当金の増加１億１千２百

万円などがあったものの、流動負債の支払手形及び買掛金の減少５億９千３百万円、未払法人税等の減少３億５千

５百万円および固定負債の長期借入金の減少１億７千９百万円などがあったためであります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産は186億４千８百万円と前連結会計年度末に比べ１億６千３百万円減

少いたしました。その主な要因は、その他の包括利益累計額のその他有価証券評価差額金の増加２億２百万円およ

び為替換算調整勘定の増加３億６百万円などがあったものの、株主資本の自己株式の増加５億８千９百万円などが

あったためであります。

(3) 資本の財源および資金の流動性

当社グループの資金需要の主なものは、商品および原材料などの購入のほか、製造経費、販売費及び一般管理費

などの運転資金および有形固定資産、無形固定資産などの設備資金であり、自己資金のほか必要に応じて金融機関

からの借入れにより調達しております。

運転資金については、当社および国内連結子会社においてCMS(キャッシュ・マネジメント・システム)を導入し、

各社における余剰資金を当社へ集中し一元管理を行うことで、資金効率の向上を図っております。また、取引銀行

１行とコミットメントライン契約および取引銀行５行と当座貸越契約を締結しており、資金の流動性を確保してお

ります。

(4) 経営方針、経営戦略および対処すべき課題等

当第３四半期連結累計期間において、経営方針、経営戦略および対処すべき課題等について重要な変更はありま

せん。

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億６千７百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,125,000

計 40,125,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年３月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,605,800 9,605,800
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数 100株

計 9,605,800 9,605,800 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年11月１日～
2024年１月31日

― 9,605,800 ― 1,028,078 ― 751,733

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2023年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2024年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 590,600 ― 単元株式数 100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,011,400 90,114 同上

単元未満株式 普通株式 3,800 ― ―

発行済株式総数 9,605,800 ― ―

総株主の議決権 ― 90,114 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が800株(議決権8個)含まれて

おります。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式70株が含まれております。

② 【自己株式等】

2024年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社ナ・デックス
名古屋市中区古渡町
９番27号

590,600 ― 590,600 6.14

計 ― 590,600 ― 590,600 6.14

(注) 当社は、2023年６月９日開催の取締役会決議に基づき、2023年11月１日から2024年１月31日までの間に自己株

式220,800株を取得したことなどにより、当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、811,509株となって

おります。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2023年11月１日から2024年

１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年５月１日から2024年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,075,542 4,241,600

受取手形、売掛金及び契約資産 7,000,021 5,970,262

電子記録債権 4,006,711 2,880,341

商品及び製品 2,244,251 3,574,908

仕掛品 1,300,646 1,581,567

原材料 1,429,142 1,687,288

その他 623,211 1,101,067

貸倒引当金 △16,438 △20,354

流動資産合計 21,663,089 21,016,681

固定資産

有形固定資産 4,287,636 4,533,889

無形固定資産

のれん 840,084 746,742

その他 795,746 728,890

無形固定資産合計 1,635,831 1,475,632

投資その他の資産 ※ 2,320,656 ※ 2,634,261

固定資産合計 8,244,124 8,643,783

資産合計 29,907,214 29,660,464
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,133,287 2,539,612

電子記録債務 4,035,401 3,962,179

短期借入金 52,975 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 239,988 239,988

未払法人税等 397,365 41,478

賞与引当金 - 112,594

役員賞与引当金 74,740 26,000

その他 1,733,127 1,678,825

流動負債合計 9,666,884 9,600,678

固定負債

長期借入金 408,385 228,394

役員退職慰労引当金 16,504 20,302

退職給付に係る負債 211,131 278,861

その他 791,937 883,262

固定負債合計 1,427,959 1,410,820

負債合計 11,094,844 11,011,498

純資産の部

株主資本

資本金 1,028,078 1,028,078

資本剰余金 767,484 770,960

利益剰余金 15,378,565 15,282,331

自己株式 △182,593 △772,552

株主資本合計 16,991,534 16,308,816

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 567,167 769,710

繰延ヘッジ損益 △130 -

為替換算調整勘定 1,127,376 1,434,153

退職給付に係る調整累計額 △91 △2

その他の包括利益累計額合計 1,694,322 2,203,862

非支配株主持分 126,511 136,287

純資産合計 18,812,369 18,648,966

負債純資産合計 29,907,214 29,660,464
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年５月１日
至 2023年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年５月１日
至 2024年１月31日)

売上高 26,199,860 23,313,716

売上原価 20,636,206 18,751,483

売上総利益 5,563,653 4,562,233

販売費及び一般管理費 4,175,826 4,254,170

営業利益 1,387,827 308,062

営業外収益

受取利息 2,686 72,894

受取配当金 16,320 18,034

持分法による投資利益 57,857 50,554

為替差益 - 11,040

助成金収入 40,189 5,872

その他 71,754 103,280

営業外収益合計 188,809 261,676

営業外費用

支払利息 5,533 5,786

売上債権売却損 45,247 9,543

為替差損 5,711 -

デリバティブ評価損 9,519 33,083

その他 15,682 9,292

営業外費用合計 81,695 57,706

経常利益 1,494,941 512,032

特別利益

固定資産売却益 219,288 3,506

特別利益合計 219,288 3,506

特別損失

固定資産除売却損 820 531

減損損失 ※1 281,238 -

貸倒引当金繰入額 ※2 21,766 ※2 27,006

不正関連損失 - ※2 18,550

特別損失合計 303,825 46,089

税金等調整前四半期純利益 1,410,404 469,449

法人税、住民税及び事業税 499,931 162,683

法人税等調整額 25,435 1,502

法人税等合計 525,366 164,186

四半期純利益 885,037 305,263

非支配株主に帰属する四半期純利益 8,819 3,940

親会社株主に帰属する四半期純利益 876,218 301,322
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年５月１日
至 2023年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年５月１日
至 2024年１月31日)

四半期純利益 885,037 305,263

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 47,000 155,205

繰延ヘッジ損益 △6,549 130

為替換算調整勘定 345,346 297,645

退職給付に係る調整額 93 88

持分法適用会社に対する持分相当額 26,835 62,305

その他の包括利益合計 412,727 515,374

四半期包括利益 1,297,764 820,637

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,274,818 810,862

非支配株主に係る四半期包括利益 22,945 9,775
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間において、株式会社NDYエンジニアリングを新たに設立したため、同社を連結の範囲に

含めております。

また、イシコテック株式会社は、2023年４月１日に、株式会社タマリ工業を存続会社とする吸収合併により消

滅したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年１月31日)

投資その他の資産 132,043千円 159,049千円

(四半期連結損益計算書関係)

※１．減損損失

前第３四半期連結累計期間(自 2022年５月１日 至 2023年１月31日)

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

新潟市北区
システムインテグレーション

製造設備等
のれん 281,238千円

当社グループ資産のグルーピング方法は、投資の意思決定単位を基本とし、販売部門については各販売拠点を

１単位に、製造部門については各工場を１単位に、賃貸施設については各賃貸物件を１単位としております。ま

た、売却予定資産及び将来の使用が明確でない遊休資産(稼働率の低下により実質的遊休状態の資産を含む)につ

いては、個々の物件単位でグルーピングをしております。

上記の減損対象グループは、当社の連結子会社である株式会社シンテックに関連するのれんについて、将来の

事業計画を見直した結果、当初想定していた収益が見込めなくなったと判断したため、資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額しており、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額の算定にあたって、不動産等の鑑定

評価額を基に合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。

当第３四半期連結累計期間(自 2023年５月１日 至 2024年１月31日)

該当事項はありません。

※２．貸倒引当金繰入額及び不正関連損失

当社元業務委託社員による領得行為及び架空循環取引に係る不正行為に関連して発生したものであります。



74-3

14

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む)及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2022年５月１日
至 2023年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年５月１日
至 2024年１月31日)

減価償却費 423,400千円 422,537千円

のれんの償却額 112,738千円 93,342千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2022年５月１日 至 2023年１月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年７月26日
定時株主総会

普通株式 241,912 26 2022年４月30日 2022年７月27日 利益剰余金

2022年12月７日
取締役会

普通株式 102,572 11 2022年10月31日 2023年１月13日 利益剰余金

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2023年５月１日 至 2024年１月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年７月25日
定時株主総会

普通株式 298,391 32 2023年４月30日 2023年７月26日 利益剰余金

2023年12月７日
取締役会

普通株式 99,166 11 2023年10月31日 2024年１月15日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2022年５月１日 至 2023年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

日本 北米 中国 東南アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 19,949,143 3,208,966 1,909,945 1,131,804 26,199,860 26,199,860

セグメント間の内部売上高
又は振替高

871,581 48,080 133,226 14,092 1,066,980 1,066,980

計 20,820,724 3,257,047 2,043,172 1,145,896 27,266,841 27,266,841

セグメント利益 805,342 444,782 53,699 79,324 1,383,149 1,383,149

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,383,149

セグメント間取引消去 4,678

四半期連結損益計算書の営業利益 1,387,827

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計

日本 北米 中国 東南アジア 計

減損損失 281,238 － － － 281,238 － 281,238
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2023年５月１日 至 2024年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

日本 北米 中国 東南アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 18,423,516 2,635,771 1,308,221 946,207 23,313,716 23,313,716

セグメント間の内部売上高
又は振替高

466,262 92,953 27,197 4,361 590,774 590,774

計 18,889,778 2,728,725 1,335,419 950,568 23,904,491 23,904,491

セグメント利益又は損失(△) 128,129 216,454 △47,387 32,111 329,309 329,309

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

第１四半期連結会計期間において、株式会社NDYエンジニアリングを新たに設立したため、同社を連結の範囲に含め

ております。

これにより、前連結会計年度の末日に比べ、「日本」のセグメント資産が増加しております。

また、2023年４月１日に、イシコテック株式会社は、株式会社タマリ工業を存続会社とする吸収合併により消滅し

たため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

なお、これによる報告セグメントごとの資産への影響はありません。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 329,309

セグメント間取引消去 △21,247

四半期連結損益計算書の営業利益 308,062
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2022年５月１日 至 2023年１月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

合計

日本 北米 中国 東南アジア 計

プロセスソリューション事業 3,099,609 2,971,697 546,184 237,709 6,855,201 6,855,201

ファクトリーオートメーション
事業

8,898,088 85,375 684,205 561,421 10,229,090 10,229,090

システムインテグレーション
事業

3,986,057 151,893 － 332,674 4,470,625 4,470,625

制御部品事業 3,965,387 － 679,555 － 4,644,943 4,644,943

顧客との契約から生じる収益 19,949,143 3,208,966 1,909,945 1,131,804 26,199,860 26,199,860

外部顧客への売上高 19,949,143 3,208,966 1,909,945 1,131,804 26,199,860 26,199,860

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2023年５月１日 至 2024年１月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

合計

日本 北米 中国 東南アジア 計

プロセスソリューション事業 3,415,565 2,310,668 479,857 107,748 6,313,839 6,313,839

ファクトリーオートメーション
事業

7,744,606 234,401 525,328 430,554 8,934,892 8,934,892

システムインテグレーション
事業

3,509,155 90,701 － 403,146 4,003,003 4,003,003

制御部品事業 3,754,188 － 303,035 4,757 4,061,981 4,061,981

顧客との契約から生じる収益 18,423,516 2,635,771 1,308,221 946,207 23,313,716 23,313,716

外部顧客への売上高 18,423,516 2,635,771 1,308,221 946,207 23,313,716 23,313,716
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2022年５月１日
至 2023年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年５月１日
至 2024年１月31日)

１株当たり四半期純利益 94円06銭 33円09銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 876,218 301,322

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

876,218 301,322

普通株式の期中平均株式数(株) 9,315,520 9,106,125

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第74期(自 2023年５月１日 至 2024年４月30日)中間配当については、2023年12月７日開催の取締役会におい

て、2023年10月31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。

① 中間配当金の総額 99,166千円

② １株当たり中間配当金 11円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年１月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2025年２月14日

株式会社ナ・デックス

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 野 敦 生

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナ・デ

ックスの2023年５月１日から2024年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2023年11月１日から2024年

１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年５月１日から2024年１月31日まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナ・デックス及び連結子会社の2024年１月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2024年３月13日に四半期レビュー報告書を提出しているが、当該

訂正に伴い、訂正後の四半期連結財務諸表に対して本四半期レビュー報告書を提出する。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。


